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１．米国輸出管理規則（EAR: Export Administration Regulation） 

a. 米国では、安全保障上で懸念される品目について輸出および再輸出の取引が管理される。商務省産業安全保障局（BIS: The Bureau of Industry and
Security）が管轄する米国輸出管理規則「EAR(Export Administration Regulation)」において規制対象品目が規定される。

b. EARの定義上、品目には、産品（Commodity）、ソフトウェア（Software）、及び技術（Technology）が含まれる。品目を輸出するためには BISか
ら輸出許可を取得する必要がある。EARに違反した場合、罰金、禁固、取引禁止顧客指定、又は米国政府調達除外、などが課され得る。

c. 特許又は特許出願に含まれる技術はEAR規制対象から除外され（EAR§734.10）、輸出管理に基づく権限はUSPTOに委譲される。

⇒ 特許出願に関する技術の輸出（移転）には特許法・規則が適用される。特許出願に含まれない技術の移転にはEARが適用される。

２．外国出願ライセンス（FFL: Foreign Filing License） 

a. 【原則】米国でなされた発明に関しては、USPTO長官から取得した許可（外国出願ライセンス）によって承認されている場合を除き、米国出願から
６月が経過するまでは外国出願できない（米国特許法184条）。

b. 【例外】FFLを取得することにより、米国特許出願前の外国出願が可能（米国特許法施行規則§5.13）。

 FFLを取得せずに外国出願した場合、「遡及的ライセンス」の取得が可能（規則5.25(a)）。 

c. 【罰則】184条違反の場合は特許を受けることができず（同185条）、罰金若しくは懲役または併科に課される（同186条） 。


	コピペ用枠: 
	記事申込み: 
	公式Twitter: 
	ニュースレター配信申込: 


